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ＬＰガス業界 新潟県中越地震へ支援決定 

 

平成１６年１０月２９日 

日本ＬＰガス団体協議会 

     会長  吉田 清 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■日本ＬＰガス団体協議会としての支援 

（１）ＬＰガス業界として避難生活を余儀なくされている方々の要請に応え、災害に

強いＬＰガスの特性を活かして、避難所の炊き出し・給湯用などにＬＰガスの供

給を行う。 

（２）支援金は、（社）新潟県エルピーガス協会に拠出する。 

（３）（社）新潟県エルピーガス協会は県災害対策本部に状況確認をして、販売事

業者を通じてＬＰガス設備（コンロ及び関連供給機器等）を各避難所に設置し、

ＬＰガスを供給する。 

   （４）（社）新潟県エルピーガス協会の連絡先 

       〒951-8133 新潟市川岸町 1－47－1 新潟県中小企業会館内   

FAX ０２５－２３３－６２６７ 

 

 

 

新潟県中越地震発生直後より、ＬＰガス業界は関連団体・企業によるガス

コンロなど生活物資の支援や義援金等の提供を通じて被災者の要請に応

えている。こうした中で、この度日本ＬＰガス団体協議会は、避難所での生

活を余儀なくされている方々の炊き出し・給湯用のＬＰガス設備等を提供す

るため、（社）新潟県エルピーガス協会に対して支援金を拠出することを決

定した。 

  なお、被災地においてＬＰガスが必要な場合には（社）新潟県エルピーガス

協会にＦＡＸにてご連絡下さい。 
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なお、ＬＰガスの安定供給及び安全の確保については以下のとおり。 

 

＜ＬＰガスの供給状況＞ 

○県内及び近隣に所在する一次基地（輸入基地・製油所）及び二次基地（中継

基地）、さらにＬＰガス充填所（ボンベへの充填基地）における設備等は被害が

なく、一部を除いてＬＰガス安定供給のための流通ルートは確保されている。 

○各家庭へのＬＰガス供給については、消費者ごとの安全確認・点検等により個

別に供給が開始できる。従って、地震発生直後よりＬＰガス事業者間で連携し

て速やかに復旧作業を行い、安全確認の後、逐次ＬＰガスの利用が再開され

ている。その結果、孤立地域・家屋の倒壊・避難している留守家庭等を除いて、

数日中には復旧が完了するものと思われる。 

○なお、ＬＰガス使用中に震度５相当以上の地震があるとマイコンメーターが自

動的にガスを遮断する。今後、強い余震でＬＰガス供給が止まった場合は、ＬＰ

ガス事業者が安全確認・点検等を行い、速やかに個別の供給開始の対応をし

ていく予定である。 

 

＜二次災害の防止＞ 

      この度の地震に対する二次災害防止のため、（社）新潟県エルピーガス協会か

ら各報道機関に添付書面のとおり協力をお願いしておりますが、改めて貴報道機

関からの周知報道をお願い申し上げます。 

 

                                            以 上 

 

 

＜注＞日本ＬＰガス団体協議会は以下のとおり、ＬＰガスの流通に係わる４団体とＬＰガス 

機器・設備に係わる３団体の計７団体で構成されています。 

 

日本ＬＰガス団体協議会  （※パンフレット参照） 

日本ＬＰガス協会   （社）全国エルピーガス卸売協会   （社）日本エルピーガス連合会 

（社）全国エルピーガススタンド協会   （社）日本エルピーガスプラント協会 

（社）日本ガス石油機器工業会   （社）日本エルピーガス供給機器工業会 

連絡先   日本ＬＰガス団体協議会・事務局 

       仲村 泰広、 吉田  斉、 河合 英一 

     

         住 所： 東京都港区虎ノ門１－１４－１ 郵政互助会琴平ビル 

         ＴＥＬ ： ０３－３５０３－５７４１    ＦＡＸ ： ０３－３５８０－７７７６ 


